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 平成 30 年 2 月 2 日 

各 位 

会 社 名  トレイダーズホールディングス株式会社 

代表者名  代表取締役社長 金丸 勲 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 8704） 

問合せ先  取締役 加藤 潤 

（TEL  03-4330-4700（代表）） 

 

フィリピン共和国カガヤン経済特区庁(CEZA)と  

仮想通貨事業の技術提携に関する基本合意締結のお知らせ 

 

当社は、本日、フィリピン共和国カガヤン経済特区庁（「カガヤン経済特区庁」といいます。）及び

IWAVE INC.（「IWAVE」といいます。）とカガヤン経済特区における仮想通貨事業（ブロックチェーン、

ビットコイン、仮想通貨交換、ICO 等）のフィンテック技術提携に係る基本合意を締結することを決

定し、基本合意書を締結いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．「カガヤン経済特区庁」等との基本合意書締結の目的・背景 

 カガヤン経済特区庁は、1995 年にカガヤン経済特区法として共和国法第 7922 条によって設立

された政府系特区庁で、フィリピン共和国ルソン島北部のカガヤン経済特区及び自由港の開発を

管理・監督するフィリピンの代表的な投資融資機関の１つです。カガヤン経済特区庁はフィンテ

ック企業と提携し、より新しい技術によって、世界的な商取引の推進、貿易の拡大や金融ソリュ

ーションへの貢献を通じて同地域の経済発展を企図しており、共和国法 7922 条に基づきオフシ

ョア金融センターとフィンテック企業のための環境を提供しております。カガヤン経済特区庁は、

ブロックチェーン技術、ビットコインその他の仮想通貨の交換、ICO をはじめとする仮想通貨事

業や、オンラインゲーム等の支払ソリューション、トレードソリューション、金融ソリューショ

ンなどを適正に管理するため、取引口座の身元確認(KYC）やアンチマネーロンダリング（AML）

を担保できる技術を擁するパートナー企業を求めております。 

 また、フィリピンの有力フィンテック企業である IWAVE は、1990 年にカード決済システム会

社である日本法人株式会社インテリジェントウェイブのマニラ支店として設立され、ソフトウェ

ア・コンサルティング、銀行システムやクレジットカードのシステム構築を中心とする金融サー

ビスプロバイダーとして事業を拡大し、現在はフィリピン証券取引所に上場する大手テクノロジ

ー企業 DFNN の資本参加を得て、フィリピンの主要な銀行と同国最大のオンライン証券会社に金

融プラットフォームを提供しております。 

一方、当社は、子会社に金融システム開発会社である株式会社Nextop.Asia（以下「Nextop.Asia」

といいます。）及び仮想通貨交換業を営むみんなのビットコイン株式会社を擁しております。 

Nextop.Asiaは、システム事業者としての事業領域の拡大と収益の多様化を図ることを目的に、

ビットコインやイーサリアム等の仮想通貨関連システムの開発及び当該システムの外部提供に
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向け、FX システム構築のノウハウを有した国内外の技術エンジニアを仮想通貨関連のシステム

開発に振り向けるとともに、仮想通貨開発専門技術エンジニアの追加増強や高度なブロックチェ

ーン関連技術を有する企業との連携を図っております。 

当社は、平成 29 年 12 月 25 日付「第三者割当による第 12 回新株予約権(行使価額修正条項付)

の発行に関するお知らせ」で公表のとおり、今後、当該新株予約権によって調達した資金のうち

3億円を「Nextop.Asia の増資～仮想通貨関連システムの開発資金」として Nextop.Asia に投下

する予定であり、金融取引システムの各種機能の開発、継続的なバージョンアップに加え、仮想

通貨の販売所や取引所のプラットフォームの開発、送金・決済プラットフォームの開発、仮想通

貨ウォレット（Wallet）のアプリケーション開発等を進めていく計画です。 

このたびの上記三者間による本基本合意締結を契機として、当社グループは、カガヤン経済特

区庁、IWAVE と連携し、カガヤン経済特区内における様々な仮想通貨関連ビジネス化に向けた検

討を実施しながら、仮想通貨に係る技術提携等に関する最終契約の締結に向けた具体的協議を継

続してまいります。当社グループは、仮想通貨関連事業の拡大(将来的な海外進出を含む)および

Nextop.Asia による国内外の事業者への仮想通貨関連システムの販売・ホワイトラベル提供によ

り、さらなる企業価値向上を目指してまいります。 

 

２．相手先の概要 

■フィリピン共和国カガヤン経済特区庁(CEZA)の概要 

（1） 名 称 フィリピン共和国カガヤン経済特別区庁 

CAGAYAN ECONOMIC ZONE AUTHORITY 

 ＵＲＬ http://ceza.gov.ph/home/ 

（2） 所在地 7/F Weststar Building,611 Shaw Boulevard,Pasig 

City,Metro Manila,Philippines 

（3） 代表者の役職・氏名 The Administrator and CEO RAUL L.LAMBINO 

（4） 事業内容 フィリピン・ルソン島北部に位置し、1995 年にカガヤン経

済特区法として共和国法第 7922 条によって設立された政

府所有の領域を統率し、カガヤン経済特区とフリーポート

（CSEZFP）の開発を管理監督する使命を帯びています。1997

年から現在まで、CEZA は CSEZFP での開発を促進するため、

複数のプロジェクトを続けており、経済圏として成長させ

るために住宅地、自立的な産業、商業、投資、金融、観光、

レクリエーションセンターを地域全体の活性化策として構

築することを目的にしております。 

なお、資本金、設立年月日、決算期、純資産、総資産、出資比率につきましては、フィリピ

ン政府系機関であるため、記載しておりません。 

 

■IWAVE INC.の概要 

（1） 名 称 IWAVE INC. 

 ＵＲＬ http://www.iwave.com.ph/ 

（2） 所在地 9/F Philippine AXALife Centre, 1286 Sen. Gil J. Puyat 

Avenue, 1200  

Makati City,Philippines 

（3） 代表者の役職・氏名 CEO Hirotsugu Kobayashi 
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（4） 事業内容 Banco de Oro をはじめとする主要なフィリピン銀行と

フィリピン最大のオンライン証券会社に金融プラット

フォームを提供している金融システムプロバイダー、コ

ンサルティング等を事業の主軸としております。 

（5） 資本金 1 億 Php 

（6） 設立年月日 1992 年 4 月 30 日 

（7） 決算期 12 月 

（8） 純資産 60,630,265Php 

（9） 総資産 77,135,846 Php 

（10） 出資比率 DFNN,INC 58.07%、Hirotsugu Kobayashi39.05% 

           ※Php=フィリピンペソ 

３．日程 

基本合意書締結日：平成 30 年２月２日 

 

４．今後の見通し 

本件が平成 30 年３月期の当社連結業績に与える影響は、現時点で軽微であります。今後、当社の

業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合、速やかにお知らせいたします。 

 以 上 


